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下水道事業官民連携基礎検討業務委託特記仕様書 

 

第１章 総 則 

 

第１条（適用範囲） 

本特記仕様書は、那珂川市（以下「発注者」という。）が発注する下水道事業官民連携基礎検討業

務委託（以下「本業務」という。）に適用する。 

 

第２条（業務の目的） 

下水道事業においては、老朽化施設の増大、使用料収入の減少、下水道職員の不足等により、下

水道事業継続のための執行体制の確保や効率的な事業運営等様々な取組が必要不可欠となってい

る。このような状況下における解決策の一つとして、民間企業のノウハウや創意工夫を活用した官

民連携（PPP/PFI 手法）の活用が求められており、特に、令和 5 年に改定された PPP/PFI 推進ア

クションプラン（内閣府）では、下水道、水道、工業用水道の分野において「ウォーターPPP」の

推進が強く求められている。 

本業務は、那珂川市下水道事業において、ウォーターPPP を含む官民連携の導入に関する基礎調

査を行うものである。特に、本市は、御笠川那珂川流域下水道の一部であり、処理場を保持してい

ない現状から下水道施設としては、主に管渠施設とマンホールポンプが大半である。これらの現状

を踏まえた課題をヒト・モノ・カネに種別し整理すると同時に、官民連携の基本方針を検討するも

のであり、また、本業務の成果は、今後予定される導入可能性調査及び事業者選定支援のための基

礎資料となるものである。 

 

第３条（疑 義） 

本業務の遂行にあたり疑義を生じた場合は、速やかに担当職員と協議し、その指示に従うものと

する。 

 

第４条（前払い） 

前払いは契約金額が３００万円を超える場合、３０％の範囲で払うことができる。 

 

第５条（法令等の遵守） 

受注者は、本業務の実施に当たり、関連する法令等を遵守しなければならない。 

 

第６条（業務計画） 

受注者は、契約後すみやかに業務計画書を作成し、担当職員に提出して承諾を得なければならな

い。 

なお、業務計画書には、契約図書に基づき、業務概要・実施方針・業務工程表・担当技術者・監

理技術者・照査技術者・職務分担表・打合せ計画・連絡体制（緊急時を含む）等を記載すること。

承認された事項を変更しようとするときは、その都度承認を受けるものとする。なお、技術者につ

いては、資格の登録証書あるいは事業主が認めることを証明する書類を添付するものとする。 
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第７条（関係官公庁その他への手続き等） 

1. 受注者は、業務実施のために必要な関係官公庁その他に対する諸手続きを担当職員と打合

せの上、受注者において迅速に処理しなければならない。 

2. 受注者は関係官公庁等から交渉を受けた際、遅滞なくその旨を担当職員に申し出て協議す

るものとする。 

 

第８条（土地の立入り等） 

1. 受注者が業務のため国、公有又は私有の土地に立入り又は、一時使用する場合はあらかじ

め担当職員に報告し、土地所有者の承認を得て行うものとする。 

2. 土地の立入りを行う場合、関係法令に規定する身分証明書を携帯し、関係者の請求があっ

た時はこれを提示しなければならない。 

3. 地元住民と十分協調を保ちいたずらに摩擦等を起こさないよう心掛けなければならない。

特に、みだりに地元住民の感情を刺激することがないよう言動には十分注意しなければな

らない。 

4. 作業の必要上生じる土地の使用、伐採、工作物の除去又は一時使用する時はあらかじめ担

当職員に報告するとともに、必ず所有者の承諾を得なければならない。この場合、伐採、

工作物の除去は最小限にとどめるものとする。 

 

第９条（守秘義務） 

受注者は作業の処理上知り得た秘密を他に漏洩してはならない。また成果品はすべて発注者の所

有とし、発注者の許可なくして他に公表、貸与及び使用してはならない。 

 

第 1０条（工程管理） 

受注者は、工程に変更を生じた場合には、速やかに変更工程表を提出し、協議しなければならな

い。 

 

第 1１条（成果品の審査） 

1. 受注者は、業務完了後に本市の成果品審査を受けなければならない。 

2. 成果品の審査において、訂正を指示された箇所は、ただちに訂正しなければならない。 

3. 業務完了後において、明らかに受注者の責に伴う業務の瑕疵が発見された場合、受注者は

ただちに当該業務の修正を行わなければならない。 

 

第 1２条（引渡し） 

成果品の審査に合格後、本仕様書に指定された提出図書一式を納品し、本市の検査員の検査をも

って、業務の完了とする。 

 

第 1３条（暴力団関係者による不当介入を受けた場合の措置） 

暴力団関係者による不当要求又は工事妨害（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、断固と

してこれを拒否するとともに、その旨を遅滞なく発注者及び警察に通報すること。また、暴力団関

係者による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じた場合は、発注者と協議を行うこと。 
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【汚水】

幹線
①

枝線
②

計
①＋②

第一分区 199.2 4,800 37,716 42,516

第二分区 44.0 1,054 7,875 8,930

第三分区 47.0 723 9,606 10,329

第四分区 26.2 599 5,526 6,125

第五分区 19.4 1,118 7,945 9,063

特環片縄 18.1 0 7,083 7,083

計 353.9 8,295 75,750 84,046

第一分区 136.0 3,945 27,198 31,143

第二分区 58.4 1,407 7,011 8,418

第三分区 43.7 897 8,119 9,016

第四分区 137.9 5,017 19,959 24,976

第五分区 30.0 2,391 8,705 11,096

特環安徳 47.3 1,348 17,067 18,415

特環上梶原 9.1 0 2,559 2,559

計 462.4 15,006 90,616 105,623

741.8 21,953 139,659 161,612

74.5 1,348 26,708 28,056

816.3 23,302 166,367 189,668

【雨水】

幹線
①

枝線
②

計
①＋②

第一分区 75.2 3,289 23,891 27,180

第二分区 157.3 3,612 44,231 47,843

第三分区 33.9 1,716 9,940 11,656

第四分区 50.5 1,752 14,437 16,189

第五分区 5.0 0 0 0

第六分区 13.9 0 4,678 4,678

計 335.8 10,369 97,177 107,546

第一分区 18.5 129 5,642 5,771

第二分区 27.9 307 8,934 9,241

第三分区 71.5 3,633 18,394 22,027

第四分区 44.0 818 12,860 13,678

第五分区 79.9 0 27,683 27,683

第六分区 92.0 2,483 24,382 26,865

第七分区 43.7 0 12,050 12,050

第八分区 28.5 262 7,138 7,400

計 406.0 7,632 117,083 124,715

741.8 18,001 214,260 232,261合計

処理分区 小分区
全体計画
面積
（ha）

延長（m）

片縄

安徳

合　　　計

公共

特環

排水区 分区
全体計画
面積
（ha）

延長（m）

片縄

安徳

第２章 業務範囲（施設） 

 第 1４条（施設概要） 
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※処理面積は、令和 7 年 3 月 31 日時点 

※管路延⾧は、平成 30 年 3 月 31 日時点（令和７年３月３１日時点の管路延⾧：２０３km） 

※表中の数値は、表章単位未満を四捨五入しているため、内訳を足し上げても必ずしも合計とは一

致しない場合がある。 

※詳細な位置図については、別紙下水道全体計画一般図（汚水）、下水道全体計画一般図（雨水）を

参照 

事 業 名 
マ ン ホ ー ル ポ ン プ 場 

（ 箇 所 ） 

真 空 マ ン ホ ー ル 

ポ ン プ ユ ニ ッ ト 
市 設 置 型 浄 化 槽 

公 共 下 水 道 事 業 

5 

－ － 

12 

特 定 環 境 
保 全 公 共 
下 水 道 事 業 

7 29 

142 10 － 

2 － 



5 
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第３章 業務範囲（資料） 

第１５条（資料の収集・整理） 

 

（1） 上位計画・関連計画の収集・整理 

業務遂行に必要となる各種計画資料を収集・整理する。なお、以下に示す項目のほかにつ

いても収集・整理の必要がある場合は、発注者と協議調整の上整理する。 

・ 下水道全体計画 

・ ストックマネジメント計画 

・ 総合地震対策計画 

・ 耐水化計画 

・ 施設再構築に関わる基本計画 

・ 下水道経営戦略 

・ その他業務遂行上必要となる資料 

  

（2） 維持管理及び建設改良情報の収集・整理 

業務遂行に必要となる各種維持管理及び建設改良資料を収集・整理する。なお、以下に示

す項目のほかについても収集・整理の必要がある場合は、発注者と協議調整の上整理する。 

・ 現行の各種維持管理業務委託仕様書 

・ 管路の維持管理（清掃、点検、調査、修繕、事故、苦情等）に関する過去３年分程度の実施

量・件数、事業費・事業内容及び受託者に関する情報 

・ 管路の建設改良（更新、⾧寿命化対策等）に関する過去３年分程度の実施量・件数、事業

費・事業内容及び受託者に関する情報 

・ マンホールポンプの保全管理（点検、調査、修繕、故障等）に関する過去３年分程度の実

施量・件数、事業費・事業内容及び受託者に関する情報 

・ 浄化槽の保全管理（点検、調査、修繕、故障等）に関する過去３年分程度の実施量・件数、

事業費・事業内容及び受託者に関する情報 

・ 浄化槽の運転管理（水量、水質、ユーティリティ等）に関する過去３年分程度の実施量・

件数、事業費・事業内容及び受託者に関する情報 

・ その他業務遂行上必要となる資料 

 

第１６条（現状把握・課題整理） 

 

資料収集・整理において取りまとめた各種施設等の年次別スケジュールとその概要の一

覧を作成し、各種事業の必要性と事業予定からみた問題点、課題等を確認する。 

 

資料収集・整理及び関係者ヒアリング結果を基に、第１4 条に示す対象施設の維持管理 

状況（運転管理、保守・修繕等）を確認し、現状の維持管理における問題点、課題等を確 

認する。 

 

資料収集・整理及び関係者ヒアリング結果を基に、本市の業務執行体制を把握し、現状 

及び将来の業務執行体制における問題点、課題等を確認する。 
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市で認識する現在の下水道事業における現状と課題及び官民連携導入における懸念事

項について、財務、計画策定、業務執行及び維持管理を所管する担当課へヒアリングを行

い、その結果を整理する。また、現在本市の下水道事業に従事する既存民間事業者へのヒ

アリングを実施する。 

 

第１6 条第１項から第４項まで確認した結果を体系的に取りまとめ、各課題に対し官民

連携導入における影響（解決課題、継続課題、事業方式検討時の留意事項等）を整理する。 

 

第１７条（官民連携事業における基本方針の検討） 

 

本市の下水道事業において、ウォーターPPP をはじめとした官民連携の適応性を検討す

るため、下水道事業における官民連携の事例を整理する。また、この中で本市の下水道事

業に適応性が高い事業手法を選定する。なお、県及び流域関連市との連携により、一体的

にウォーターPPP を導入する可能性についても整理する。 

     官民連携事業の整理の中から本市の下水道事業で適応可能である事業手法において、事

業範囲の検討を行う。なお、ウォーターPPP の可能性を検討する際には、管渠に関する維

持管理、改築更新等を含めることとする。事業範囲に関しては、複数案を設定し、今後の

導入可能性調査において活用できるような基礎資料として整理する。 

     本業務は、「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理等の合理化に関する特別措置法（合

特法）」を踏まえ、本市の下水道事業に適応性が高い事業手法と事業範囲の組合せを検討

する。 

検討結果を踏まえ、官民連携事業の判断基準となる概略のコスト比較を行うものとする。

なお、概略検討のため、これまでの実績等を勘案し、検討を行う。 

（１） 従来方式の事業費の算定 

従来の事業手法として「官」が実施した場合の設計費、建設費等を算出するものとする。

なお、維持管理費は現在の委託費等を勘案した費用とする。 

（２） 官民連携事業費の算定 

官民連携事業手法をもとに、民間事業者の事業期間中の事業シミュレーションを行う。 

（３） コスト比較 

従来方式の事業費と官民連携方式の事業費の比較検討を行う。 

   

業務を施行する上で技術資料等の諸情報を活用して業務の高い質を確保し、成果図書に

誤りがないよう照査を実施する。 

前項までの検討結果を踏まえ、報告書及び参考資料等の取り纏めを行う。なお、報告書

作成にあたっては、庁内説明等に必要な概要版を作成するとともに資料作成等の支援を実

施する。 
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本業務の設計協議は、着手時、中間（3 回）、完了時の合計 5 回程度とする。また、発注者

及び受注者協議の上、必要に応じて補足的な協議を行うものとする。

 

第４章 参考図書 

1.  
 業務は、下記に掲げる最新版図書を参考にして行うものとする。 

１． 下水道事業の手引き（日本水道新聞社） 

２． 下水道計画の手引き（全国建設研修センター） 

３． 持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル（国土交通

省・農林水産省・環境省） 

４． 流域別下水道整備総合計画調査指針と解説（日本下水道協会） 

５． 下水道施設計画・設計指針と解説（日本下水道協会） 

６． 下水道維持管理指針（日本下水道協会） 

７． 小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説（日本下水道協会） 

８． 下水道事業におけるコスト縮減の取り組みについて（日本下水道協会） 

９． 下水道事業における費用効果分析マニュアル（案）（日本下水道協会） 

10. 公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（国土交通省） 

11. バイオソリッド利活用基本計画（下水汚泥処理総合計画）策定マニュアル（日本 

下水道協会） 

12. 下水道収支分析モデルの作成について（日本下水道協会） 

13. 新都市計画の手続（都市計画協会） 

14. 下水道分野におけるウォーターPPP ガイドライン ver2.0（国土交通省） 

15. 下水道事業における PPP/PFI 手法選択のためのガイドライン（国土交通省） 

16. その他関係基準図書 

 

 

第 5 章 提出図書 

本業務の提出図書及び部数を以下に示す。 

提出物 部数 体裁 

報告書 2 部 A4 判製本 

参考資料 2 部 A4 判製本 

議事録 2 部 A4 判製本 

電子成果 2 部 CD-R 

 

 

第 6 章 その他 

本業務は、基礎調査業務であるため、受託者は今後発注される官民連携事業における事業者とな

ることを妨げるものではない。また、本業務成果は、全て開示資料（特許等に関わるもの以外）と

して提供を予定とする 


